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財政制度等審議会財政制度分科会（11月2日） 資料1 P.9



〔参考〕 要望のポイント

✓ 施設、居宅、地域密着型などのサービスの種類及び経営主体
の規模等の相違があるなか、全介護サービス平均と法人企業
統計の資本金1億円未満の企業の売上計上利益率と単純比
較し、プラス改定を不要とすることは適当ではない。

✓ サービス種別毎にみれば、介護老人福祉施設1.6％、地域密
着型介護老人福祉施設1.3％、居宅介護支援は▲1.6％である
など、経営実態調査のサービス種別毎の収支差率などを勘案
して、所要の改定を行うべき。

✓ とくに、新型コロナウイルス発生以前から、介護老人福祉施設
においては、34.9％が赤字であり、かつ、そのうち70％以上が
2年連続赤字という厳しい経営状況にある。
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〔参考〕 要望のポイント

✓ 「新型コロナウイルス感染症の介護サービス事業所の経営への

影響に関する調査研究事業」の速報値は、

22法人・229事業所の状況、かつ、新型コロナウイルス感染症が

発生した施設を含まれないものであり、

この結果のみをもって、

コロナ禍の介護事業への影響を断定するのは適当ではない。

✓ コロナ禍の影響が長期化することが見込まれるなかにおいては、

介護報酬による対応のメリットを指摘しているとおり、

医療同様、臨時の介護報酬上の措置を講じるべき。（次頁参照）
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〔参考〕 要望のポイント
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医療分野では、
新型コロナ対応は

診療報酬による対応に
軸足を移すべきと
されている。
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〔参考〕 要望のポイント

✓ 令和2年9月（職業安定業務統計）における
介護関係職種の有効求人倍率（3.82）は、
全職業（0.95）の3倍という依然として高い水準にある。
また、介護職員の賃金水準についても、累次の処遇改善により、
全産業平均との差は縮まりつつあるが依然として月額8.5万円の
差（令和元年度）があり、処遇改善の必要性は高い。

✓ 特定処遇改善加算の全介護サービス計の算定率は約6割である
が、介護老人福祉施設 84.9％から訪問介護 47.3％など、
サービス種類毎に差があることを踏まえ、
種類ごとに処遇改善のあり方をきめ細かく論じる必要がある。
例えば、算定率が高いサービスの一層の賃金改善を図るとともに、
算定率が低い在宅系サービスの実情や構造的課題を踏まえた
算定要件の見直しを含め、取得促進策等の改善策を講じるべきで
ある。
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〔参考〕 要望のポイント

✓ 処遇改善の原資として
社会福祉充実残額の活用を指摘しているが、
特別養護老人ホームを経営するすべての社会福祉法人が
保有しているものではないことを踏まえて、丁寧に議論すべき
である。
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⚫高齢関係事業を経営する社会福祉法人は、33％
（6,687法人/20,276法人）

⚫社会福祉充実残額が生じている法人 9.8％
<2019年度>

※社会福祉充実残額が生じた法人においては、充実計画に基づき、
社会福祉の充実のために着実に資金を投下している状況にある。


